
事   業   名 担当課 ページ

介護保険料の賦課徴収 保険課 42

介護給付 高齢福祉課 42

介護保険事業計画 高齢福祉課 45

地 域 支 援 事 業

包括的支援事業 地域包括支援センター 高齢福祉課 48

任 意 事 業 訪問給食サービス事業              ＊   

家族介護支援事業                  ＊

成年後見制度利用支援事業　　　　　＊

老人福祉センターの設置運営        

高齢者福祉入浴助成事業　　　　　　＊

福祉100円バス助成事業             ＊

敬老行事

高齢者クラブの育成事業

老人社会奉仕団活動助成事業

長野県シニア大学　　　　　　　　

高齢者学習事業（松本市プラチナ大学）

高年齢者就業機会確保事業
（松本地域シルバー人材センター）

緊急ショートステイ事業　　　　　　＊

介護110番事業

ナイトケア利用料金助成事業　　　　＊

軽度生活援助事業                  ＊

生活管理指導短期宿泊事業　　　　　＊

高齢者住宅等整備事業　　　　　　　＊

介護保険利用者負担軽減事業        ＊

高齢者訪問理美容料金助成事業    　＊

高齢者寝台タクシー利用料金助成事業＊

救急医療情報キット支給事業　　　　＊

訪問介護措置事業　　　　　　　　　＊

短期入所生活介護措置事業　　　　　＊

介護保険施設入所措置事業　　　　　＊

福祉リユースあっせん事業　　　　　＊

思いやりあんしんカルテ交付事業　  ＊

交通空白地有償運送事業

終活情報登録事業　                ＊

福祉電話設置事業　　　　　　　　　＊

緊急通報装置設置事業　　　　　　　＊

ふれあい会食会事業

訪問給食サービス事業　　　　　　　＊

高齢者安否確認協力事業　　　　　　＊

養護老人ホーム入所措置　　　　　　＊ 高齢福祉課 54

＊ 事業は西部福祉課も担当しています。

６　高 齢 者 福 祉

高齢福祉課

介 護 保 険 制 度 の 概 要

高 齢 者 の 現 状

高齢福祉課 48

50

54高齢福祉課

高齢福祉課 52

高

齢

者

福

祉

ひ と り 暮 ら し 高 齢 者
及び高齢者世帯等対象事業

養 護 老 人 ホ ー ム

高齢者の生きがいづくり推進事業

在宅介護24時間あんしん支援事業

介 護 保 険 制 度
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(１) 介護保険制度の概要

　ア 制度の概要

被保険者 市内に住所を有する40歳以上の人(介護保険施設に入所し所在地に住所を移した人を含む）

種 別

対 象 者

保険料
段　階

給付区分

①　訪問介護（ホームヘルプサービス） ⑨　短期入所療養介護（ショートステイ） ①　介護老人福祉施設入所

②　訪問入浴介護 ⑩　福祉用具貸与 ②　介護老人保健施設入所

③　訪問看護 ⑪　特定福祉用具販売 ③　介護医療院

④　訪問リハビリテーション ⑫　居宅介護住宅改修費

⑤　居宅療養管理指導 ⑬　特定施設入居者生活介護

⑥　通所介護（デイサービス） 　　(有料老人ホーム等による介護）

⑦　通所リハビリテーション（デイケア） ⑭　居宅介護支援(計画費）

⑧　短期入所生活介護（ショートステイ）

①　介護予防訪問入浴介護 ⑦　介護予防短期入所療養介護

②　介護予防訪問看護 ⑧　介護予防福祉用具貸与

③　介護予防訪問リハビリテーション ⑨　特定介護予防福祉用具販売

④　介護予防居宅療養管理指導 ⑩　介護予防住宅改修費

⑤　介護予防通所リハビリテーション ⑪　介護予防特定施設入居者生活介護

⑥　介護予防短期入所生活介護 ⑫　介護予防支援(計画費）

介護予防
生活支援
サービス

　　　　　　　　　　　　在宅サービス 施設サービス

介護給付
対象サー
ビ ス

要介護認定を申請し、要支援又は要介護と認定された方

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が620万円以上720万円未満の方

第13段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が720万円以上840万円未満の方

第14段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が840万円以上の方

基準額×2.3

159,520円

介護予防
給付対象
サービス

要支援1.2および事業対象者（基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ基準該当者）
　①　通所型サービス
　②　訪問型サービス
　③　介護予防ケアマネジメント

　医療保険の保険料と一括して支払ってい
ただきます。

　
老齢（退職）・遺族・障害年金額が年額１８万
円以上の方は、受給年金からあらかじめ差し引
かれます。

給 付
対 象 者

日常生活に介護や支援が必要な方で、
　老化に伴う病気(特定疾病)により介護や
支援を必要とする方で、

保 険 料
支払方法

特別徴収 普通徴収

第11段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が520万円以上620万円未満の方

基準額×2.1

145,650円

※合計所得金額から長期譲渡所得及び短期譲渡所得の特別控除額を控除します。
　第１～５段階を判定するときは、公的年金等に係る雑所得も控除します。

基準額×2.2

基準額×2.4

166,460円

第12段階
152,590円

第９段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が320万円以上430万円未満の方

基準額×1.7

117,910円

第10段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が430万円以上520万円未満の方

基準額×1.9

131,780円

第７段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が120万円以上210万円未満の方

基準額×1.3

90,160円

第８段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が210万円以上320万円未満の方

基準額×1.5

104,040円

第５段階
本人は住民税非課税で、世帯の誰かが住民税を課税され
ている方で、第4段階に該当しない方

基準額

69,360円

第６段階
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額から一部を控
除した額が120万円未満の方

基準額×1.2

83,230円

第３段階
世帯全員が住民税非課税で第1段階から第2段階に該当し
ない方

基準額×0.685

47,510円

第４段階
本人は住民税非課税で、世帯の誰かが住民税を課税され
ている方のうち、本人の前年の合計所得金額から一部を
控除した額と課税年金収入の合計が80万9千円以下の方

基準額×0.90

62,420円

第１段階

生活保護を受給している方、老齢福祉年金を受給してい
る方で世帯全員が住民税非課税の方、または世帯全員が
住民税非課税で本人の前年の合計所得金額から一部を控
除した額と課税年金収入の合計が80万9千円以下の方

基準額×0.285

19,760円

第２段階
世帯全員が住民税非課税で、第1段階に該当しない方のう
ち、本人の前年の合計所得金額から一部を控除した額と
課税年金収入の合計が80万9千円超120万円以下の方

基準額×0.485

33,630円

①受給年金額が少ない方（年額１８万円未満）
②年度途中で６５歳になった方
③年度途中で保険料階段が変更になった方など
の場合は納付書又は口座振替により納付してい
ただきます。

第1号被保険者 第2号被保険者

65歳以上の人 40歳以上65歳未満の医療保険加入者

保険料
 　加入している医療保険の算出方法
 により、給料や所得に応じて決定
 されます。

対象者 保険料の算出基準
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給 付 区 分

① 夜間対応型訪問介護

② 認知症対応型通所介護

③ 小規模多機能型居宅介護

④ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

⑤ 地域密着型特定施設入居者生活介護

⑥ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

⑦ 看護小規模多機能型居宅介護

⑧ 地域密着型通所介護

① 介護予防認知症対応型通所介護

② 介護予防小規模多機能型居宅介護

③ 介護予防認知症対応型共同生活介護

３割負担

１割負担

２割負担

１割負担

１割負担

＊３割負担は平成30年８月から適用

施設

300円

390円

650円

 1,360円

　※従来型個室の（　）内は、介護老人保健施設・介護医療院・短期入所療養介護の場合です。

　負担限度額(日額）

第3段階② 1,300円

600円第2段階 880円 550円
480円

(550円）

６４歳までの方

＊収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後で、基礎控除や人的控除をする前の所得金額

＊前年度の収入・所得をもとに判定されます。

食 費 居 住
費 の 負 担
軽 減

　低所得者の方は、介護保険施設（短期入所含む）に入所した際の食費・居住費が申請により下記の金額に軽減さ
れます。

利用者負担段階

居住費

従来型個室

本人の合計所得
金額が160万円
以上220万円未
満

④　下記⑤以外の場合

⑤　同一世帯の第1号被保険者（本人含
む）の
　年金収入+その他の合計所得金額

単身は280万円未満
１割負担

430円

食費

短期入所

第1段階 300円

本人の合計所得
金額が220万円
以上

①　下記②③以外の場合

②　同一世帯の第1号被保険者（本人含
む）の
　年金収入+その他の合計所得金額

単身は340万円未満

本人の合計所得金額が160万円未満

多床室

２割負担
2人以上は463万円未満

③　下記⑤と同様の場合

要介護２ 197,050円

要介護３ 270,480円

要支援２

2人以上は346万円未満

要介護５ 362,170円

　利用者負担

６
５
歳
以
上
の
方

居宅サービス
（月額）

特定(介護予防)
福祉用具販売

(年額)

住宅改修費
（生涯）

要支援１ 50,320円

100,000円

200,000円

（同一住宅､同一対象者。ただし要支
援2及び要介護1を同一段階とみなした
場合の介護度が３段階以上上がった場

合は再度申請が可能）

105,310円

要介護１ 167,650円

在宅サービス 施設サービス

地域密着型

サ ー ビ ス

① 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　支給限度額

地域密着
型介護予
防サービス

給付限度
額及び自
己負担額

要介護４ 309,380円

区  分

880円 550円
380円

(550円）
0円

ユニット型個室
ユニット型個室

的多床室

1,000円
1,370円 1,370円

880円
(1,370円)

430円
第3段階①
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　イ 介護保険制度と所管課

(２) 高齢者の現状

     本市の65歳以上の人口は、令和7年4月1日現在で66,989人、高齢化率28.7％となっており、

   長野県平均、全国平均よりも低くなっています。（表1）

　  また、要支援・要介護認定者数は、12,795人で、昨年に比べ、168人の増となっています。（表2）

　表１.  65歳以上の人口及び高齢化率

令和6年度 令和7年度

67,122 66,989

28.6% 28.7%

32.4% 33.2%

29.2% 29.3%

 松本市地区別人口高齢化・要介護認定等の状況より（各年度４月１日現在）

 ※国及び県の高齢化率は、県作成「年齢３区分別人口構成比の推移と将来推計」参照

　表２.  介護度別認定者数 (介護保険事業状況報告令和7年3月分)

32.8%

平成29年度

65,512

※上限額の（   ）内は、世帯内に介護サービス利用者が複数いる場合に適用されます。

高齢福祉課総合事業に関すること

県の高齢化率

高齢化率

65歳以上人口

区分

1,586 985

要介護3

1,954

30.7%

27.3%

要支援1 要支援2

総数 1,504 2,773 2,408 1,997

12,589

206

1,463

24 28

12,7951,6101,490 1,013

27第2号被保険者 21 48 15 43

第1号被保険者 1,483 2,725 2,393

要介護5区分 要介護1 要介護2 要介護4

29.0%

32.9%

29.1%

計

国の高齢化率 27.5% 28.0% 28.1% 28.5% 28.9%

31.1% 31.5% 31.6%

28.4%

32.5%

28.4%27.6% 27.8% 28.1% 28.2%

65,995 66,331 66,745 67,084 67,233 67,015

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

高 額 医 療
合 算 介 護
サービス費

保険料に関すること 保険課

要介護認定の審査判定に関すること 松本広域連合

介護予防に関すること 高齢福祉課・健康づくり課

Ⅰ 190,000 （310,000） 190,000 （310,000）

内　　　　　　容 担　当　課

制度に関すること

高齢福祉課・西部福祉課
要介護認定（申請・調査・認定）に関すること

サービス利用に関すること

苦情・介護相談

1,410,000

旧ただし書所得
210万円以下 560,000 560,000 600,000

低所得者
市町村民税非課税

Ⅱ 310,000 310,000
340,000

区　　　分

利用者負担上限額

75歳以上

旧ただし書所得
210万円超600万円以下 670,000 670,000 670,000

1,410,000 1,410,000
旧ただし書所得
600万円超901万円以下

後期高齢者医療制度
＋介護保険

70～74歳がいる世帯
＋介護保険

70歳未満がいる世帯
＋介護保険

2,120,000

     44,400円

課税所得約380万円（年収約770万円）以上
課税所得約690万円（年収約1,160万円）未満の世帯

     93,000円

課税所得約380万円（年収約770万円）未満の世帯

70歳以上の
現役並所得者

　各医療保険の世帯内で、医療と介護の両方で自己負担が一定金額（上限額）を超えたときは申請によ
り払い戻されます。

旧ただし書所得
901万円超

　個人 15,000円　
市町村民税非課税世帯の方で、合計所得金額と課税年金収
入の合計が80.9万円以下の方
市町村民税非課税世帯で老齢福祉年金受給者

　市町村民税非課税世帯の方で、下記に該当しない方 　　　 24,600円　

生活保護の受給者 個人 15,000円

2,120,000 2,120,000

75歳未満（被用者保険・国民健康保険）

利用者負担上限額

課税所得約690万円（年収約1,160万円）以上の世帯     140,100円

　世帯の利用者全体の自己負担が一定金額（上限額）を超えたときは申請により払い戻されます。

高 額 介 護
サービス費

70歳以上の一般

15,000円又は24,600円への減額で生活保護の被保護者にならな
い世帯

15,000円又は24,600円　

区　　　分
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(３) 松本市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

ア　介護サービスの実績

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

居宅サービス

904,235 877,984 929,075 952,286

8,712 6,896 8,921 9,192

111,379 106,402 114,475 117,264

80,369 65,925 82,268 84,047

14,196 14,431 14,580 14,928

298,637 288,183 305,623 312,020

73,048 63,180 74,720 76,307

58,900 50,379 60,493 61,909

8,228 6,872 8,383 8,660

389 25 389 389

52,008 48,363 53,052 54,000

612 567 636 636

541 272 561 561

5,484 5,865 6,013 7,368

地域密着型サービス

1,188 1,023 1,224 1,248

0 0 0 0

12,118 7,709 12,481 12,716

1,116 1,011 1,176 1,188

3,780 3,760 3,852 4,116

1,536 1,441 1,584 1,608

1,356 1,356 1,800 1,800

348 301 696 696

108,187 91,522 110,569 112,686

66,804 62,546 68,100 69,312

　松本市では、平成１２年４月の介護保険制度のスタートに合わせ、第１期介護保険事業計画・高齢者保

健福祉計画を策定し、事業の推進をしてきました。この間､介護保険制度は高齢社会を支える仕組みとして

社会に定着するとともに、その役割は重要性を増しています。

　介護保険事業計画は３年ごとに見直され、本年度は、令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期

間とする「第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画」の中間年度となります。この計画は、団塊の世代

が全て後期高齢者（７５歳以上）となる２０２５年及び団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年

を見通しながら、第６期介護保険事業計画・高齢者福祉計画において定めた「誰もが、住み慣れた家で、

地域で、安心して暮らし続けることができる仕組み」の構築という長期目標の達成に向け、施策の充実を

図り、中長期的な視点のもとに、第８期までの取組みを更にシンカ（深化、進化）させる計画とします。

（回/年）

地域密着型特定施設入居者生活介護 （人/年）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人/年）

居宅介護支援 （人/年）

認知症対応型共同生活介護 （人/年）

認知症対応型通所介護 （回/年）

小規模多機能型居宅介護 （人/年）

看護小規模多機能型居宅介護 （人/年）

地域密着型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人/年）

夜間対応型訪問介護 （人/年）

特定施設入居者生活介護 （人/年）

特定福祉用具購入費 （人/年）

住宅改修費 （人/年）

短期入所療養介護（介護医療院） （日/年）

福祉用具貸与 （人/年）

短期入所生活介護 （日/年）

短期入所療養介護（老健） （日/年）

通所介護 （回/年）

通所リハビリテーション （回/年）

訪問リハビリテーション （回/年）

居宅療養管理指導 （人/年）

訪問入浴介護 （回/年）

訪問看護 （回/年）

訪問介護 （回/年）

令和６年度 令和８年度令和７年度
区　　分
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計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

374 238 421 421

17,620 19,221 17,890 18,103

28,992 24,800 29,453 29,894

1,308 1,605 1,332 1,344

5,208 4,517 5,292 5,364

2,350 405 2,350 2,417

176 25 176 176

65 0 65 65

28,440 29,601 28,884 29,316

408 400 420 420

355 283 365 365

564 600 660 744

130 0 130 130

192 58 192 204

36 35 36 36

32,628 33,475 33,144 33,624

河西部 島内地区、島立地区

河西部西 新村地区、和田地区、梓川地区

西部 安曇地区、奈川地区、波田地区

南東部 寿地区、寿台地区、内田地区、松原地区

南部 松南地区、芳川地区

南西部 神林地区、笹賀地区、今井地区

中央北 城北地区、安原地区、城東地区

中央南 庄内地区、中山地区

中央西 田川地区、鎌田地区

北部 岡田地区、本郷地区、四賀地区

東部 第３地区、入山辺地区、里山辺地区

中央 第１地区、第２地区、東部地区、中央地区、白板地区

  松本市が設定する日常生活圏域

生活圏域名 行政区名

ウ　地域密着型サービス整備計画　（詳細は次ページ）

介護予防認知症対応型共同生活介護 （人/年）

介護予防支援 （人/年）

介護予防認知症対応型通所介護 （回/年）

介護予防小規模多機能型居宅介護 （人/年）

介護予防特定施設入居者生活介護 （人/年）

地域密着型介護予防サービス

特定介護予防福祉用具購入費 （人/年）

介護予防住宅改修費 （人/年）

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） （日/年）

介護予防福祉用具貸与 （人/年）

介護予防短期入所療養介護（老健） （日/年）

介護予防通所介護 （人/年）

介護予防通所リハビリテーション （人/年）

介護予防居宅療養管理指導 （人/年）

介護予防訪問看護 （回/年）

介護予防短期入所生活介護 （日/年）

介護予防訪問リハビリテーション （回/年）

介護予防訪問入浴介護 （回/年）

令和６年度 令和７年度 令和８年度
区　　分

介護予防サービス

介護予防訪問介護 （人/年）

イ　介護予防サービスの実績
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 エ 民間老人福祉施設建設費助成事業

　(ｱ) 目的

　　　国・県の補助金を取り入れ、民間事業者の介護保険施設建設に対し、助成するものです。

　(ｲ) 老人福祉施設の整備状況（松本市）

　(ｳ) 地域密着型サービスの整備 （単位：施設数）

整備数 計 整備数 計 整備数 計

夜間対応型訪問介護 0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

47 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

認知症対応型通所介護 7 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

認知症対応型共同生活介護 21 0 21 0 21
公募による18床
整備増 ‐

小規模多機能型居宅介護 6 0 6 0 6 0 6

1 0 1 0 1
公募による
1施設整備増 ‐

5 0 5 0 5 0 5

4 0 4 0 4
公募による
2施設整備増 -

整備実績（第８期計画）

定員 設置圏域

29 中央西

名　　　称区　　分

R4 看護小規模多機能型居宅介護 エフビー介護(株）

看護小規模多機能型居宅介護

R5 地域密着型サービス整備施設（R4年度公募→応募なし）

（※1）休止中事業所含む

年度 設置主体

（単位：人）

第9期

整備予定数

△35

地域密着型通所介護

0

765

686

R5年度ま
での

整備状況
※1

R6 R7 R8区　分

看護小規模多機能
あったかほーむかまだ

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

区 分

第1～8期
(H12～R5)

整備数

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

第9期（R6～R8）
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(４) 地域支援事業
ア 地域包括支援センター

　
イ 訪問給食サービス事業

　・ 事業概要

65歳以上の高齢者や障害者のみの世帯の方に対し、訪問による給食サービスを提供すること

  により、その安否確認や健康維持・食の確保による自立支援を図ります。

ウ 家族介護支援事業

エ 成年後見制度利用支援事業
施行年月日

H12

(５) 最高齢者顕彰事業（記念メダル、表彰状の贈呈）

松本市民として、松本市発展の礎に寄与された高齢者のうち、特に最高齢者に対して

  記念メダル、表彰状を贈呈し、その功績を称えるとともに長寿を顕彰するものです。

(詳細右表参照）

令和７年度～

最大週６回

昼食

500円/食

・四賀地区、安曇地区、奈川地区に住所を有する方
・65歳以上の高齢者や障がい者のみの世帯の方

委託事業者（松本市社会福祉協議会）

最大週２回
最大週６回(四賀地区・安曇地区・梓川地区）

昼食

成年後見制度
利用支援事業

親族等による法定後見開始の審判請求が期待
できない高齢者について、市が申立てを行
い、権利擁護を図るもの

老人福祉法
(法第32条)

要　　　　　　件

項目 ～令和６年度

利用者の自己負担額

自己負担額の支払先

400円/食

対象者
・市内に住所を有する方
・65歳以上の高齢者や障がい者のみの世帯の方

市

利用回数

配食時間

徘 徊 高 齢 者 家 族 支 援
サ ー ビ ス 事 業

徘徊のおそれがある認知症高齢者の事故を未然に防止するため、
所在地を確認するシステムを活用し、家族等介護者の負担軽減を
図るもの

１　65歳以上の高齢者
２　認知症により判断能力が欠けて
いるか又は不十分な者
３　福祉の向上のため成年後見制度
等の利用が必要と認められる者
４　成年後見制度の申立てをする親
族等がいない者
　以上のすべての要件に該当する方

名　称 目　　　的 準拠法

思いやりあんしんカルテ
交 付 事 業

本人が徘徊等により行方不明となった場合に、家族が行方不明届を警
察に提出する際、活用できるようカルテの作成の支援を行うもの

H28.4.1

家 庭 介 護 用 品 支 給 事 業
紙おむつ等の購入費用を助成することにより、在宅介護支援を図
るもの

市要綱 H12.4.1

市要綱 H13.10.1

名　　称 目　　　的 準拠法 施行年月日

高齢者が住みなれた地域で安心して生活でき
るための身近な相談窓口として、地域におけ
る総合相談・支援、介護予防ケアマネジメン
ト、包括的・継続的ケアマネジメント、権利
擁護を総合的に行うもの

地域包括
支援センター

運営事業

相談業務
 午前8時30分から午後5時15分まで

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規
定する休日及び12月29日から翌年の1月3日まで
を休館日とする
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（令和６年度）

開始日 地区名 開始日 配食日

H 2. 8. 1 月木/火金/水土 4,712 食 59 人 芳 川 H12.12.5 水土 687食 8 人

中 山 H12.12.22 水土 245 3

H 5.11. 1 火金 632 7 寿 H12.10.27 火金 159 3

H 7. 9.11 月木 332 4 松 原 H12.10.27 火金 88 1

H 8. 9.12 火金・水土 422 5 入 山 辺 H12.11.16 月木 189 2

H 9. 9.16 火金 986 10 内 田 H12.11.28 火金 84 1

H10. 1.19 水土 355 4 今 井 H14. 8. 1 月～土 390 4

H10. 4.20 月～土 16 0 四 賀 H12. 4. 1 月～土 2,573 16

H10. 4.27 月～土 59 1 安 曇 H14. 4. 1 月～土 1,544 10

H10.10.29 月木 270 3 奈 川 H 7. 4. 1 火木 196 4

H11.10.19 火木 388 5 梓 川 H12. 4. 1 月～土 2,053 10

H12. 8.24 水土 170 2 波 田 H14. 4. 1 月～土 2,889 34

(最高齢者顕彰事業)

男性及び女性の

　・松本市民の最高齢者 銅メダル及び顕彰状

　・長野県民の最高齢者 銀メダル及び顕彰状

　・国民の最高齢者 金メダル及び顕彰状

本　郷

神　林

新 村

顕彰はそれぞれの最高齢者になったとき１回限りとする。

備　　考申請手続 給付内容

顕彰内容

介護者が警察署に捜索願を提出する際に早期発見の手がかりとし
て、顔写真入りの身体特徴などを記載したカルテを用意してお
き、行方不明となった時に行先の心当たり等を追記し、カルテを
警察等に提供するもの

高齢福祉課・西部福祉課へご
相談ください

家庭裁判所への申立て費用及び後見人に支
払う報酬の補助

本人の資産状況により申立て費用をお支払いいた
だく場合もあります

在宅で行方不明になるおそれがある認
知症高齢者等を介護している家族等

無料

市民税非課税世帯で要介護4・5の高齢
者を在宅介護している介護者

徘徊のおそれがある認知症高齢者にGPS検索端末機を常時携行して
もらうことにより、徘徊時にその位置情報を介護者に提供

利用料等

徘徊のおそれがある認知症高齢者を介
護する同居家族等

500円/月
住民税非課税世帯
150円/月

実　施　内　容

紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、清拭剤、ドライシャン
プー等の購入費用を助成　　上限年額 48,000円

月平均
利用者数

旧 市

寿 台

対　象　者

里 山 辺

地区名 配食日 延配食数

平成28年度から12センター体制、さらに令和元年度から中央地域包括支援センターを民間委託とし、全セン
ターを委託化することで、センターの運営及び強化を図り、事業を推進するもの。
(1)在宅介護に関する相談・指導・助言
(2)予防給付等に関するケアマネジメントの実施
(3)居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対する指導・助言
(4)地域における保健・医療・福祉関係者（団体）のネットワーク構築
(5)権利擁護・高齢者虐待防止に関する業務
(6)地域包括ケアシステムに関する業務

月平均
利用者数

延配食数

合  計 19,439 食 196 人

島 立

島 内

笹 賀

和 田

岡　田

1616161616161616
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 (６) 高齢者の生きがいづくり推進事業

6,228

高齢者クラブ連合会が班を組
織し実施する。

なし

おおむね60歳以上の健康で働
く意欲のある者

高年齢者就業機会
確 保 事 業
（松本地域シルバー
人 材 セ ン タ ー ）

補助的・短期的な就業を通じて生
きがいの充実や、健康の増進を図
るもの

高齢者等
の雇用の
安定等に
関する法

律

S58.6

高齢者が集い、教養の高揚・レク
リエーション・趣味の活用等自ら
学習、実習を通じ生きがいを高め
るもの

市要綱 S56.4高齢者学習事業

長野県シニア大学

高齢者の生活を充実したものにす
るため、積極的に生きがいを創造
できるよう社会教育で実施してい
る老人学級等の活動を更に高める
もの

県要綱 S53.4
50歳以上で学習意欲が旺盛で
あり、地域福祉のために積極
的に活動できる人

老 人 社 会 奉 仕 団
活 動 助 成 事 業

高齢者クラブ連合会が社会奉仕活
動を実施した場合、その活動の促
進を図るため助成するもの

市要綱

60歳以上の学習意欲のある者

松本市高齢者クラブ連合会に補助金を　交付し、同連合会独自の事業活動を促すことを目的としている。

2.高齢者クラブ連合会

会員数 6,706

30年度 元年度

146クラブ数

松本市社会福祉協議会地区支
会が行う地区行事への補助金
年齢要件は、翌年3月31日現在
の75歳以上とする。

なし

区分

152高 齢 者 ク ラ ブ
の 育 成 事 業

高齢者クラブを通じて高齢者の教
養の高揚、健康の増進及びレクリ
エーション並びに地域社会との交
流を図り、老後の生活を健全で豊
かなものにするため、各単位高齢
者クラブに対し助成するもの

老人福祉法 S41.4

1.単位高齢者クラブ

敬 老 行 事

多年にわたり社会に尽くしてきた
高齢者を敬愛し、長寿を祝うとと
もに、老人の福祉についても理解
と関心を高めてもらうもの

市要綱 S48

特定要件 所得制限
名称 目　的 準拠法 施行年月日

要件

福 祉 100 円 バ ス
助 成 事 業

高齢者の日常生活における利便の向上と、生きがい・健康づくりに向けた交
通手段の確保､公共施設及び交通機関の利用促進を図るもの

市要綱

高 齢 者 福 祉 入 浴
助 成 事 業

高齢者の健康増進と、入浴を通じた交流促進を図るもの 市要綱

老人福祉センター
の 設 置 ･ 運 営

地域の高齢者に対して各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教
養の高揚及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与し、もっ
て高齢者が健康で明るい生活を営むもの

老人福祉法(法第14
条)による老人福祉
センターの設置運
営について(通知)

名　称 目　　　的 準拠法

S52.8.1
社老第48号
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６年度状況
　正会員数 1,492人
　（松本市1,410人・山形村82人）
　受託件数　　　4,479件
　就業延人数　134,688人

・教養・趣味の講座、生活向上・社会参加に向けた講座

松本地域
シルバー人材

センター事務局

備付の入会
申込書

・郷土史・創作実技
・高齢者の生きがい・健康運動　ほか

市社協委託

5,603 3,868

はがきに必要事項
を記入し郵送

高齢福祉課
県から配布の

申込書

・公共施設の清掃、除草等
・花いっぱい運動の推進（花壇等整備）
・友愛訪問活動

松本市プラチナ
センター

松本市高齢者クラブ連合会に補助金を　交付し、同連合会独自の事業活動を促すことを目的としている。

2.高齢者クラブ連合会

６年度の連合会活動内容
　・健康づくり事業　　　・教養講座
　・指導者研修会　　　　・環境美化活動
　

3,563

2年度 3年度 4年度

103132 118

5年度

5,159 4,557

6年度

101128

６年度の状況
　Ｒ6・6・1現在の75歳以上の高齢者数　42,492人

1.単位高齢者クラブ

給付内容 給付方法 備      考
申請先 必要書類

申請手続

市内公衆浴場
梓水苑・松茸山荘別館

６年度の利用状況
　　　　　　90,875枚
※令和７年度からの変更点
・対象施設を普通公衆浴場（銭湯）及びその他
の公衆浴場へ拡大
・入浴券３０枚に内訳を設け、全施設利用券１
０枚、銭湯専用券２０枚
・個人負担を銭湯２００円、その他の公衆浴場
を日帰り料金から２００円引きとする

H11.11
市内に居住する70歳
以上の者及び障がい

者

個人負担
1回 100円

市内の全バス路線
（観光路線等除く）
及び上高地線電車

６年度の利用状況
　　　  　505,245人　　月平均　42,103人

H9.6.1
市内に居住する
70歳以上の者

個人負担
1回 100円
(年30回)

実施場所 備　　考

S46.4.1
市内に居住する
60歳以上の者

無　料
松本市プラチナセンター
(南部老人福祉センター)

６年度の状況
　　　　　　｢南部老人福祉センター｣
利用総人    　　 10,912人
開館日数           243日
１日当り平均利用　 　　44人

施行年月日 対象者 利用料
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(７) 在宅介護24時間あんしん支援事業

準拠法 施行年月日

緊急ショートステイ事業
介護者の急病などにより在宅での介護が困難となった
緊急時に、被介護者を短期入所で受け入れし、生活支
援を図るもの

市要綱 H17.4.1

名　　称 目　　　的

介護110番事業
直通電話による相談窓口を設け、介護に関し安心感を
持ってもらうもの

H12.4.1

ナイトケア利用料金助成事業
デイサービスセンター等におけるナイトケアの利用料
金を助成し、介護者の定期的な休息の機会を取りやす
くし、介護への意欲を高めてもらうもの

市要綱 H17.4.1

軽度生活援助事業
独居高齢者世帯等へ生活援助員を派遣し、日常生活を
支援するもの

市要綱 H12.4.1

市要綱 H23.10.1

生活管理指導短期宿泊事業
基本的生活習慣の欠如等の理由から生活管理が必要な
独居高齢者等を養護老人ホームで短期宿泊させ、基本
的な生活習慣を体得するもの

介護保険利用者負担軽減事業
低所得者及び生活保護受給者の利用者負担を軽減する
ため、介護サービス利用に対し助成し、生活困難者の
福祉の増進を図るもの

市要綱 H12.4.1

高齢者住宅等整備事業
高齢者の居住環境の改良に要する経費に対し助成し、
高齢者が日常生活をできるだけ自宅で行えるように支
援するとともに、家族介護者の負担軽減を図るもの

高齢者訪問理美容料金助成事業
寝たきり、認知症等の重度要介護高齢者及び重度障害
者に対し、訪問理美容料金の一部を助成し、福祉の増
進を図るもの

市要綱 H8.10.1

高齢者寝台タクシー利用
料金助成事業

座位保持困難な要介護者に寝台タクシー料金を助成
し、経済的負担の軽減を図るもの

市要綱 H16.4.1

訪問介護措置事業
虐待等やむを得ない理由で、訪問介護サービスを利用
できない高齢者に対し、措置により訪問介護サービス
の利便を図るもの

短期入所生活介護措置事業
虐待等やむを得ない理由で、短期入所生活介護サービ
スを利用できない高齢者に対し、措置により短期入所
生活介護サービスの利便を図るもの

救急医療情報キット支給事業

緊急連絡先やかかりつけ医療機関等の個人情報を専用
ケースで冷蔵庫に保管するとともに市に登録し、救急
時に必要な情報を救急隊員が活用できるようにするも
の

市要綱 H23.10.1

思いやりあんしんカルテ交付事業
本人が徘徊等により行方不明となった場合に、家族が
行方不明届を警察に提出する際、活用できるようカル
テの作成の支援を行うもの

福祉リユースあっせん事業
家庭で不要になった福祉用具等を、必要な人に譲りた
いという善意に基づき、これらを必要としている家庭
との情報の橋渡しを行うもの

介護保険施設入所措置事業
虐待等やむを得ない理由で、介護保険施設入所サービ
スを利用できない高齢者に対し、措置により介護保険
施設入所サービスの利便を図るもの

老人福祉法 H12.4.1

市要綱 H19.3

－ H29.1

－ H28.4

終活情報登録事業
終活に関する情報を市が保管することで、本人の意思
を実現し、将来に向けて前向きに安心した生活ができ
るようにする。

市要綱 R7.6.1

交通空白地有償運送事業

交通機関空白の過疎地における移動手段確保のため、
道路運送法の許可を得て運送事業を行うNPO法人等(松
本市社会福祉協議会)に、事業実施に基づいて補助金
を支払い、その活動を支援するもの
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対　象　者 利用料等 実　施　内　容

要支援・要介護認定者で、介護者の急
病などの緊急時に、介護保険制度によ
る短期入所や在宅介護等の対応が困難
な方

1,450円/1日
(食費は別途)

緊急対応として、養護老人ホームで概ね１週間以内の短
期入所の受入れ

要援護者、要支援・要介護認定者及び
その家族等

無料(通話料
は別途)

介護相談専用電話

要支援・要介護認定者、事業対象者
7/10助成

7,000円上限
ナイトケア利用料金の助成
年２４泊まで（ひと月６泊を限度）

生活支援を要するひとり暮らし等の高
齢者

月１回１時間
無料

65歳以上で、要支援･要介護の認定を
受けた者、身体障害者（1～3級）又は
市長が支援を要すると認めた者がいる
前年所得税非課税世帯

補助対象経
費の１割

生活援助員が、草取りや清掃等の日常生活を支援

要介護認定自立判定者を含め生活支援
を要するひとり暮らし高齢者等

400円/1日
(食費は別途)

養護老人ホームに短期間入所し、生活管理指導を受けな
がら、在宅生活を支援

高齢者が常時使用する居室、浴室、便所等を改良する経
費を対象に補助　（補助対象経費上限額 70万円）

要支援・要介護認定者、事業対象者の
うち低所得世帯及び生活保護受給者

利用者負担段
階毎に利用者
負担額を軽減

介護保険制度下における、低所得層の利用者負担額を軽
減する

重度の要介護高齢者、重度障害者
訪問理美容料
金と助成額の

差額

松本市避難行動要支援者名簿に掲載さ
れている者、独居等で救急隊員が必要
な個人情報を把握できない可能性があ
る者

無料

利用１回につき最大3,000円の助成
1枚1,000円の助成券を最大年間18枚交付（2カ月に3枚）

要介護３･４･５の住民税非課税世帯で
通常の車両への乗車が困難な方

寝台ﾀｸｼｰ
料金と助成
額との差額

通院、入退所等の際に利用する寝台タクシー料金の１/2
（上限4,000円）を助成額とし、助成券年最高６枚交付
（2ヵ月に1枚）

専用ケース、冷蔵庫貼付用マグネットを支給
申請時に市に登録した緊急連絡先やかかりつけ医療機関
等の個人情報を基に救急情報カードを作成して申請者に
送付

虐待等で介護保険サービスの利用ができない者に、措置
により訪問介護を実施

地域包括支援センターに作成の支援を申請書にて申し込
み、思いやりあんしんカルテを受け取り、行方不明に
なった場合に備え、事前にカルテを作成しておく

譲受人は介護保険制度による公的給付
の対象とならない者

地域包括支援センターおよび指定居宅
介護支援事業所、又は民生児童員が把
握している本人とその家族のうち、希
望する者

福祉用具等を「譲りたい人」「譲ってほしい人」がそれ
ぞれ登録カードに登録し、登録情報を市のホームページ
に掲載。情報のマッチングを行い、福祉用具等をあっせ
んする

虐待等で介護保険サービスの利用ができない者に、措置
により介護保険施設入所サービスを実施

要支援･要介護認定高齢者
要介護認定申請を期待しがたい者

費用の1割
虐待等で介護保険サービスの利用ができない者に、措置
により短期入所生活介護を実施

四賀・安曇・奈川地区に居住する、65
歳以上の高齢者または障害者手帳の交
付を受けている者等

走行距離に
応じた料金

無料

無料

通院等に係る送迎を行ったNPO法人等(松本市社会福祉協
議会)へ、利用実績に基づいて補助金を交付するもの

登録を希望する者(年齢の制限なし) 無料
終活に関する情報を市に登録することで、病気や事故等
で意思表示できなくなったとき、又は死亡したときに指
定していた相手に開示される

53



(８) ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯等対象事業

(９) 養護老人ホーム

合計

その他  6施設

聖母寮   諏訪市大和１－５－７

安曇寮   安曇野市穂高４７９０

温心寮   松本市波田６８５７

2 養護老人ホーム(松本市が入所を依頼している主な施設)

施設名 所在地

養護老人ホーム
入 所 措 置

環境上の理由又は経済的理由により居
宅において養護を受けることの困難な
者を入所措置するもの

老人福祉法
（法第11条）

1 おおむね65歳以上の高齢者

松風園   松本市大字入山辺１５０９－１

名　称 内容及び目的 準拠法 要　　　　　　　　　　件

高齢者安否確認
協　力　事　業

市と協定を結んだ事業者が、ひとり暮
らしの高齢者や高齢者のみの世帯へ配
達や訪問した際に異変に気付いた場合
は市へ通報し、市が安否を確認するも
の

協定 H24.1.1

訪 問 給 食
サービス事業
（再掲）

65歳以上の高齢者や障害者に対し、訪
問により給食サービスを提供すること
により、高齢者や障害者の安否確認、
健康管理に寄与するもの
Ｒ７年度から事業見直しを実施

H2.8.1

・四賀地区、安曇地区、奈川
地区に住所を有する方
・65歳以上の高齢者及び障害
者のみの世帯の方

ふれあい会食会
事業

〔食料費助成事業〕
ひとり暮らし高齢者を対象に地域住民
との交流の場をつくるために、公民館
等を利用し、会食方式等により給食
サービスを行うもの

市要綱

S63
65歳以上のひとり暮らし高齢
者

福 祉 電 話
設 置 事 業

ひとり暮らし高齢者等に対し、無料で
電話加入権を貸与するもの

市要綱

S50
重度心身障害者、65歳以上の
ひとり暮らし高齢者及び高齢
者世帯

世帯の生計
中心者の前
年所得税額
99,000円

      以下

緊急通報装置
設 置 事 業

災害弱者であるひとり暮らし高齢者等
に対し、緊急通報装置を設置するもの

H元
ひとり暮らしの65歳以上の高
齢者、重度の身体障害者及び
寝たきり高齢者世帯

特定要件 所得制限
名　称 内容及び目的 準拠法 施行年月日

要　　件

54



人 人

91

50

26

8

34

209650

350

50 S33.4.1

50 S47.7.1

100 S22.3.1

100
S27.11.1

(H21.12.6移転)

2 養護老人ホーム(松本市が入所を依頼している主な施設)

(R7.4.1現在）

　定員

1 おおむね65歳以上の高齢者

高齢福祉課
西部福祉課

入所申出書
診断書等

設置年月日 措置数

要　　　　　　　　　　件
申請手続

備考
申請先 必要書類

高齢福祉課

協力事業者
・新聞販売店　17事業所
・弁当宅配店　10事業所
・乳製品販売業者 1事業所
・ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 1事業所(51店舗）
・生活協同組合　2事業所
・スーパーストア　1事業所
・医薬品卸業者　2事業所
・介護事業所　1事業所
・保険業　1事業所
・郵便局　40局

・利用回数
　週6回（四賀地区･安曇地区･奈川地区）
・配食時間
　昼食
・自己負担額
　1食500円（食材料費及び調理費相当）

配食方式
委託事業者
松本市社会福祉協議会

高齢福祉課
・給食サービスを実施する地区社協に補助
・(ひとり暮らし高齢者数＋10)×3を限度
・一食500円（食糧費相当）

会食及び
配食方式

６年度延参加者総数
　　　　19,522人

高齢福祉課
西部福祉課

高齢福祉課
西部福祉課

備付の申請書

電話加入権の無料貸与 随時

・緊急通報装置の設置
・固定電話回線利用型　 月額　600円
　LTE回線搭載型(R6～） 月額1,200円
※介護保険法施行令第39条第1項第1号に掲げる
者は免除）

自宅にて
設置工事

随時
６年度末設置世帯
　　　　315世帯

給付内容 給付方法 交付時期 備考
申請先 必要書類

申請手続
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